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◆ 1 月のＣＰ市場動向 

1 月のＣＰ（短期社債）の月末発行残高は、15 兆 8,343 億円（前年同月比▲

8,910 億円）と 16 か月連続して前年同月比で減少したが、前月比では＋9,454

億円の増加となった。一般事法は、鉄鋼や商社等の復活発行と月末近辺の陸運

や不動産等の大型発行で＋1 兆 2,000 億円程度の増加となり、月末残高（5 兆

1,282 億円）は 2015 年 2 月以来久し振りの 5 兆円超えとなった。また、その

他金融は＋1,146 億円の増加で、2 か月連続して 7 兆円台を維持した。ＡＢＣ

Ｐは、期末要因の剥落で▲3,749 億円の減少であった。 

発行レートの動きは、投資家の運用ニーズが引き続き強く、前月と変わらず

0%近辺の出合いに変化は無かった。但し、期間の短い物や発行量の嵩んでいる

銘柄の一部に僅少なレート上昇も見られた。 

【新発 3Ｍ物の発行レート】 

最上位銘柄（a-1+格））0%近辺。 一般事業法人（a-1格）0%近辺～0.0017%。 

その他金融銘柄（a-1格）0%近辺～0.0180% 

【業態別残高内訳】 

 

 



【格付け別の発行レート】 

 

≪ＣＰオペ≫ 

ＣＰ等買入オペのオファー額は、6日・17日が2,500億円、26日は3,000億円

オファーされ、合計8,000億円と、前月（各回4500億円、合計1兆3,500億円）に

比べ、大幅減額となった。6日のオペでは、落札レートは按分・平均共に、オフ

ァー額減額により前回比上昇（0.000%）した。17日は、オファー金額の減少に

より足切水準に大きな変化は無く、按分落札レートは▲0.001%となった。26日

は、オファー金額が前回対比で増額されたこともあって、按分・平均落札レート

ともに▲0.001%と、平均落札レートが前回から僅かに低下する結果となった。 

 

 【月末オペ残高：2兆3,430億円】  

 

≪ＡＢＣＰ≫ 

ＡＢＣＰの月末残は、１兆3,219億円と前月比▲3,749億円の減少となった。

前年同月比では、▲2,632億円の減少であった。 

 



≪短期社債登録状況≫ 

証券保管振替機構によると、1月末時点における発行登録企業数は、前月と変

わらず522社であった。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

現先（S/N）レートは、0%近辺での出合いとなっていた。 

 

◆ 2 月のＣＰ市場動向 

2月のＣＰ償還額は約2兆2300億円で、前年同月の償還額（約2兆7300億円）

を下回っている（除く、相対発行分・金融機関発行ＣＰ・ＡＢＣＰ）。 

今月の発行動向は、3月決算期末を見据えて、一般事法の期内物やショートタ

ームを主体とした発行が増えると思われる。月初、新規発行の動意も薄く閑散

な市況だが、月末近辺には先月同様な展開で発行増加が予想される。 

発行レートの動きは、投資家やディーラーの運用ニーズが引き続き強く、0%

近辺での出合いが中心になると思われる。また、発行の少ない期越物は0%割れ

での出合いが予想される。 

 

≪ＣＰオペ≫ 

今月のＣＰ等買入オペのオファー額は、6日・14日・23日に各々3000億円と、

合計9000億円の予定となっており、1月（6日・17日が2,500億円、25日は3,000

億円、合計8,000億円）より増額されている。6日実施のオペでは、按分・平均

落札レート共に前回比変わらずの▲0.001%という結果となった。次回以降も、

適格銘柄の発行増等の需給要因にもよるが、▲0.001%近辺での横這い推移を予

想する。3月のオペオファー金額は、昨年3月と同じく5,000億円が2回、期末日

スタート分が6,000億円で、合計1兆6,000億円の予定となっている。 

 

≪ＣＰ現先市場≫ 

ＣＰ現先レートは、投資家のプラス圏内での運用ニーズは変わらず、先月同様

0%近辺での出合いを予想する。 

 

 

 



参考資料 

短期社債月末残高（27 年 2 月～29 年 1 月） 

 

 

 

 

参考出所 (株)証券保管振替機構 
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本資料は投資環境等に関する情報提供を目的として作成したものです。本資料は投資勧誘

を目的とするものではありません。有価証券等の取引には、リスクが伴います。投資につ

いての最終決定は、投資家ご自身の判断と責任においてなされるようお願いいたします。

当社は、いかなる投資の妥当性について保証するものではありません。記載された意見や
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変更されることがあります。 
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